






いて負担することとされている（民事訴訟法第61条）。  

（5）そこで、被告としては、前記準備（本件GMイネ及び前記水田水の準備  

以外）に要した費用についても鑑定費用に計上の上、最終的に訴訟費用  

として敗訴者負担とされるのであれば、「被告以外の機関、研究者等にお  

いても準備可能な試料等」についても、貴庁の指示を受けて、被告にお  

いて準備することはやぶさかではない。  

（6）なお、前記被告提案の再実験に関して必要な試料等については、以下の  

とおりである。（なお、被告から提供可能な数量、個数等については、精  

査の上、おって詳述する。また、末尾の番号は、当該試料等を使用する  

実験番号を指す）  

記  

ア 被告以外の機関、研究者等で準備することが不可能な試料等   

・本件GMイネの種子  ②③④   

・水田水（前記のとおり、平成18年9月19日、貴庁立会いの下、被告  

北陸研究センター隔離圃場において採取し、現在、同センター内冷凍庫  

において一30℃で保管中の水田水。但し、実験においては、（遠心処  

理後、ポアサイズ0，45上⊥mフィルターをかけたものを使用する）  

①②③  

イ 被告以外の機関、研究者等においても準備することが可能な試料等   

・遺伝子非組換えイネ  ②③④   

・ウエスタン検出キット  ①②③④   

・精製カラシナ■ディフェンシン  ①②③④   

・カラシナ・ディフェンシンの抗体 ①②③④   

・サンプルバッファー  ①②③④   

・ボアサイズ0．45〝mフィルター②   

・抽出バッファー  ④   

・マイクロンYM－30フィルター、マイクロンYM－3フィルター ④  

5 原告らが提案するいわゆる「生物検定法」について   

（1）原告らが提案するいわゆる「生物検定法」が、再実験において不要で  

あることについては、被告準備書面（9）において既述したとおりで  

あるが、以下、改めて詳述する。   

（2）そもそも生物検定法とは、ある物質を生物に与えて、生物反応から、  

その物質の含有量、構成成分および効力を推定する方法である。抗体  

測定法も抗原抗体反応という生物学的反応を用いた点で、広い意味で  

捉えれば生物検定法と言うことができるが、直接生物に物質を与える  

ことがないので、厳密な意味では免疫化学的測定法である。  

土井   



（3）ここで、原告らの提案するようないわゆる「生物検定法」は、ある物  

質の存在を推定する場合、あるいは、化学的な分析がいくつかの要因  

により実施不可能である場合とか、検体数が多く手間、時間、コスト  

がかかる場合において簡易的な手法として用いられるが、その精度は  

定かでない。最終的には免疫化学的分析が必要となる。  

（4）再実験の目的はカラシナ・ディフェンシンの溶出があるかどうかであ  

る。抗体測定法という免疫化学的手法が確立されており、実施可能な  

状況にある以上、この方法を用いるのが妥当であり、ましてや、原告  

提案の生物検定法を行う必要性は見いだせず、当該実験は不要である。  

以上  

∫   


